
平成27年度以降の財政見通し 別表２

27 28 29 30 31 32
〈市税〉
・
・

〈地方交付税〉
・

・

・ 特別交付税については、据置で試算。

〈市債〉
・

・

15,632 14,694 14,372 13,640 12,684 11,682

・

〈扶助費〉
・ 21年度見込額から毎年度1％上昇を見込む。

〈公債費〉
・

・

〈投資的経費〉
・ 27年度以降の事業量を見込む。

100 100 △ 102 △ 661 △ 1,366 △ 2,358

494 0 △ 202 △ 559 △ 705 △ 992

326

うち合併特例事業

100

（参考）実質単年度収支

そ の 他

うち臨時財政対策債

うち合併特例債

うち繰越金

    うち繰入金

15,405 15,532

28

1,468 1,705

0

27年度以降、過疎・辺地債および一般事業債の発行額
を7億12百万円と見込む。

1,599 1,609 1,595 1,605

人事課試算による職員採用計画を反映。（5年間で27
名の減）

27年度以降、過疎・辺地債および一般事業債の発行額
を7億12百万円と見込んで公債費を試算。

13

2,587 2,476

設　　　定　　　条　　　件

市民税については、27年度以降据置。

投 資 的 経 費

歳
 
 

出

合　　　　　計　　（Ｂ）

そ の 他

積 立 金

14,594 14,474 14,301

固定資産税については、27年度・30年度の評価替え時
に10％減で試算。

差     引　　(A-B)

14,050 14,040

5,112 5,036 5,001 4,947 4,967 4,953

普通交付税については、通常分で毎年度1％減で見込
む。また、合併算定替加算分については、21年度分15
億円を27年度以降の減額ベースとして27年度9割・28
年度7割・29年度5割・30年度3割・31年度1割で計上。
合併特例債や過疎・辺地債などの公債費算入額は、別
に試算して増加分を加算。

4,951

400 157 127 0 0 0 0

市 税

地 方 交 付 税

市 債

うち普通交付税

うち特別交付税

臨時財政対策債は、26年度で終了となることを想定し、
27年度以降は普通交付税に相当見込額を加算。

2,813

7,859

7,288

571

855

208

3,978

100

2,703

※1 30年度以降の繰越金マイナスは前年度繰上充用金を
表す。

2,343

〈人件費〉

将来の利子負担軽減のため27年度に4億94百万円の
繰上償還（任意）を計画。

※2 基金を取り崩さなかった場合、29年度以降「実質赤
字」が生じることを表す。

※3 歳出の減少が交付税の減少額に追いつかず、毎年
度の収支が均衡していないことを表す。

7,939

7,368

571

762

－－－

0

－－－

4,228 3,696

6,940

571

751

0

2,736 2,775

7,1447,511

100

13

3,572

508

100

0

－－－

3,702

100

751

0

3,525

△ 102

－－－

2,665

6,699

6,128

571

2,706

6,256

5,685

571

751

0

－－－

2,971

2,739

5,901

5,330

571

751

0

－－－

2,291

人 件 費

扶 助 費

3,008

2,130

3,075

2,090

3,121

2,1102,0702,050

△ 1,366

13

2,876

2,150

2,971

2,170

△ 661

14

－－－ －－－

公 債 費 2,6973,268 2,6922,803

1,609

－－－ －－－ －－－

義 務 的 経 費 計 8,425 7,725 7,502 7,484

304 －－－

〈参考〉26　

8,634 7,857 7,928

15,505

14

3,296

6,573

571

751

（単位：百万円）

歳
 
 

入

項目　　　　　　　　　　　　　　　　年度

合　　　　　計　　（A）

※１

※２

※３



27 28 29 30 31 32

1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

418 545 545 545 545 545

2,861 2,848 2,834 2,821 2,807 2,794

4,479 4,593 4,579 4,566 4,552 4,539

20,220 18,664 17,080 15,583 14,173 12,875

9.1 8.9 9.1 9.3 9.6 9.9

89.9 90.4 93.3 96.9 98.1 101.9

〈参考〉26　

（単位：％）

（単位：％）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
項目　　　　　　　　　　　　　　　　年度

22,308

9.3

2,875

755

4,830

特 目 基 金

基 金 残 高 計

1,200

92.1

実 質 公 債 費 比 率

経 常 収 支 比 率

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

地 方 債 残 高


